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Abstract

　In the winter, a large amount of snow sometimes adheres to the railway vehicle lower 
part, running in a heavy snow region of Japan. Preventive measures on the vehicle against 
it are expected and have been studied, but enough effects are not provided until now. It 
is thought that the more effective measures can be realized by clarifying the process and 
mechanism of a large amount of snow adhering.
In this study, as the first step for the elucidation, I considered a model of snow accretion 
process, based on the results of snowfall wind tunnel tests that had been performed so far, 
and from the result, I suggested the simulation techniques of the basic process of a large 
amount of snow adhering, described by the simple numerical expression and algorithm. 
Then I carried out the simulation that applied the technique, and verified the validity of it 
by comparing with the results of tests.
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１．はじめに

　多雪地域を走行する鉄道路線、特に新幹線路線において、冬季の降雪によって雪が積もった

線路上を列車が走行した場合には、その走行によって生じる風によって舞い上がった雪が車両、

特に車両下部にある台車装置やその近傍に付着する。そのような走行が継続すると新たな雪が

さらに付着し続け、塊として次第に大型化した後に走行時の振動等によって落下して地上設備

や車両を損壊し、駅ホームの旅客や沿線にも危害を及ぼす可能性がある。多雪地域を走行する

北陸新幹線の一部区間を運営する西日本旅客鉄道株式会社（以下ＪＲ西日本）はその防止対策

として、雪が大量に付着した場合には途中駅での停車時に雪落とし作業を実施しているが作業

コストや作業時間確保によるダイヤへの影響、除去後の走行による再付着など多くの課題があ

り、着雪自体を抑制する車両対策が望まれた（１）（２）。そこで、着雪量が特に多い台車近傍の「端

部フサギ板」に対する着雪の最終形状、すなわち「雪庇」形状を模擬した「雪庇ダミー」を着

雪防止対策として検討し、その試作品を製作して実車両に設置して積雪時に走行した時の着雪

量を調査した結果、その低減を確認して有効性が実証された（１）、（２）。しかしながら着雪を完

全に防止するものではなく、「雪庇ダミー」の形状最適化等によるさらなる性能向上が望まれ

ており、それは着雪の進行プロセスやその背景となる力学的、あるいは物理的なメカニズムの

解明によって可能になると考えられるが、明らかとなっていない。

　本研究においては、鉄道総合技術研究所（以下、鉄道総研）によってこれまで実施された、

降雪風洞試験装置と立方体モデルを用いた試験によって着雪形状の経時変化や着雪プロセスの

実態を調査した研究の結果（３）を参考としながら、着雪形状の経時変化をトレースする簡易な

シミュレーション手法について検討した後にこれを実施した。さらに鉄道総研による他の風洞

試験の結果、さらには北海道科学大学その他によって実施された、着雪形状の経時変化を同様

な降雪風洞試験にて調査した結果（４）に対しても本シミュレーション手法の適用を試みて実施

し、それぞれの計算結果を試験結果と比較することによって、その妥当性を検証した。

２．着雪プロセスの傾向やパターンに関するこれまでの研究について

　鉄道総研は鉄道車両に対する着雪状況を数値シミュレーションによって再現することを目的

として、着雪の発達条件を明らかにするため人工雪を用いた風洞試験をこれまでに行ってい

る。同試験においては１辺の長さ152mmの立方体模型を底面が大地と平行になるように設置

し、垂直面のうち１面に対してノズルからの気流が直角、あるいはその他一定の角度にてあた

るように固定して、気流に人工雪の雪粒子を定常的かつ一様に飛散させて模型に付着させなが

ら着雪の発達状況を観測し、さらにＰＩＶ測定によって模型周辺の気流や飛雪粒子の運動につ

いても調査を行い、以下のような結果を得ている（３）。

　「ＰＩＶ測定により、空気流は模型近傍で減速し、方向を変えるが、飛雪粒子は風向に沿っ
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て減速せずに着雪表面に衝突し、衝突後、着雪表面に沿って流れることがわかった。また、着

雪実験により、着雪実験後の着雪形状は風速や模型の回転角によって異なるが、模型が回転し

ても風向と着雪表面のなす角度は風速毎にほぼ一定となることが分かった。」

３．着雪プロセスに関するモデルの設定

　鉄道総研による試験の以上のような結果から、本研究では力学的作用をある程度考慮した上

で、雪粒子を含む一様な定常気流が平板に垂直にあたる時の、平板への着雪プロセスのモデル

を以下の様に仮定した。ただし、本研究では後述する総研の試験結果で示された着雪形状に対

応して、平板形状を正方形としながら、正方形の一対の対辺の中点同士を結ぶ線を含む垂直断

面での二次元での形状や変化を対象とし、さらに平板のほぼ全面においてある程度の雪が定着

している状態を初期値とした。また垂

直断面においては図１に示すように、

雪が付着する平板、もしくは試験模型

の立方体模型の一面に対応する線分を

「着雪面」、雪が定着している領域を「着

雪部」、着雪部の着雪面以外の表面外

形を示す線を「着雪部表面」と称する。

①気流によって移動してきた雪粒子は平板と垂直な方向で着雪部表面と衝突した後、すでに着

雪していて着雪部の表面となっている雪と、ある大きさの付着力を互いに作用させながら

いったん付着する。ただし付着力は統計的分布にてバラツキがあるものとする。付着力とし

ては主として、雪粒子間の直接の接触にて作用する焼結（５）によるものと粒子間に介在する

「水」の表面張力によるもの等が考えられるが、本研究では深くは問わない。

②着雪部表面と直角方向にて衝突した場合には衝突前の表面平行方向の速度成分は０であり、

衝突後も表面に沿った運動はしないことから、付着力の大きさとは無関係に付着した状態が

そのまま保たれる、すなわち雪粒子は定着するものと考えられる。

　着雪部表面と直角とは異なる角度にて衝突した場合には、着雪表面と平行な速度成分に対

応する慣性力に起因する力が、雪粒子をいったん付着した着雪部表面から分離させる方向に

作用する。衝突角度の直角からの差が大きいほど、すなわち雪粒子が衝突する点における着

雪部表面の平板への傾斜角度が大きいほどその慣性力は大きくなり、いったん付着した雪が

実際に分離するかどうかは、「付着した雪を分離させる方向の力」と付着力の大小関係によっ

て決定されるので、慣性力と「付着した雪粒子を分離させる方向の力」の大きさに一定の関

係がある場合には、慣性力には雪粒子の分離を決定する「臨界値」が存在する。このため、

図１　平板や立方体模型の一面とそれに付着した雪の
　　　断面
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雪粒子の重量と衝突前の速度が一定の場合には、衝突点における着雪部表面の傾斜角度にも

同様な「臨界値」が存在すると考えられる。ただし、①の仮定により付着力には雪粒子ごと

にバラツキがあって、それに対応して傾斜角度の「臨界値」にもバラツキがあるため、傾斜

角度が０°から徐々に大きくなった場合、ある特定の傾斜角度まですべての雪粒子が定着し、

その後はすべてが分離するものではなく、傾斜角度の増大に伴って衝突後に定着する雪粒子

の割合が低減していくという傾向を示すものと思われる。鉄道総研の試験結果では「模型が

回転しても風向と着雪表面のなす角度は風速毎にほぼ一定となる」傾向が認められている

が（３）、着雪部表面がこの「一定となる角度」にて傾斜した場合に、雪粒子の慣性力による「付

着した雪粒子を分離させる方向の力」が「付着力の最大値」と等しくなるため、傾斜角度が

これ以上大きい場合には雪粒子がすべて分離し、定着する雪粒子が存在しない状況になると

思われる。

　以上から、雪粒子は着雪部の表面にいったん付着した後、衝突時の雪表面に対する雪粒子

の衝突角度が０°、すなわち直角に衝突した場合はすべてがそのまま定着し、角度が大きく

なるに従ってその後に分離していく雪粒子の量が増大し、ある一定の角度になった時点にて

すべての雪粒子が分離するものとする。

４．降雪風洞試験によって得られた着雪部形状の経時変化の特徴や傾向

　鉄道総研の風洞試験においては、流速2.5m/s、着雪面に対する角度90°（回転角０°）の気流

条件、および湿り気を与えないいわゆる乾雪とした条件にて、単位時間当たり一定量の人工雪

による粒子をノズルからの気流によって一様に移送させながら立方体模型の一面に定常的に付

着させ、着雪部の状況変化を立方体模型の側面から撮影した動画によって記録し、さらにその

動画に記録された着雪部表面形状について、試験開始すなわち着雪のない初期状態からの経時

変化を５分毎に調査しており（３）、その結果が図２（３）の線図によって開示されている。

　同図から、着雪部の表面形状には以下のような特徴や傾向が認められる。

・どの時点においてもほぼ対称形となっている。

・ 同図にて示されている「着雪厚み」は試験開始後30分後に79mmに達した後、その後５分間

に１mm増加するだけで形状もほとんど差異がないことから、30分後には形状の変化がほぼ

停止したと思われる。

・ 開始から５分後の形状を「初期値」とした場合、初期値においては着雪面（同図においては

正方形の上辺のラインにて示される）端から中央に向かうにつれて、着雪面を示すラインに

対する傾斜がおおむね連続的に小さくなる傾向を示し、端部付近では傾斜が大きいのに対し、

それ以外の部分ではかなり小さく、その境界付近での変化が大きい。それから時間が経過し

た各結果においても概ね同様な傾向を示す。
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・ 同図にて示されている「着雪厚み」

は５分間の差が最後部を除いても

10mm～15mmと幅があり、気流によ

り模型に移送される雪粒子の単位時

間あたりの量が、経過時間によって

実際にはバラツキがあると思われる。

・ 雪粒子は模型の着雪面に対して一様

に移送される条件であるが、５分間

での厚みの増加量は、どの時点でも

前の形状の傾斜が小さい位置ほど大

きくなる傾向を示す。すなわち、い

ずれの位置でも傾斜が時間の経過に

伴って大きくなる傾向を示す。

・ 傾斜がある程度の大きさに達すると

それ以上形状は変化しなくなる。そ

の角度は端部付近においてほぼ一定

の64°程度であると認められる。

・ 初期値から端部の方が傾斜は大きいので端部から形状の変化が停止し、形状変化を停止する

範囲は端部から中央に向けて次第に拡大している。ただし、中央付近で傾斜が小さい部分を

残しながら、30分後以降は全域で形状の変化を停止する。

・ 端部付近で形状変化を停止した時の傾斜の大きさはどの位置でもほぼ変わらず、中央付近以

外の最終形状はほぼ直線状、あるいは直線に近い形状となる。

　以上の特徴や傾向は、中央付近で傾斜が小さい部分を残しながら新たな形状変化を停止した

点を除くと、先に提示した「着雪プロセスのモデル」と概ね整合性があるものと思われる。

５．着雪プロセスのモデルを用いた簡易な着雪形状の経時シミュレーションについて

　本研究においては、先に提示した「着雪プロセスのモデル」の妥当性について検証するため、

図２（３）にて示された降雪風洞試験における着雪部形状の経時変化を対象として、本モデルに

基づいた以下の前提や手順によって簡易にシミュレートする手法について検討の上、実施した。

図２（３）　鉄道総研による着雪試験の結果（回転角０°）
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５．１　シミュレーションの前提

①【図３参照】着雪形状が対称

形であることを前提にシミュ

レーションはその半身のみ、

すなわち図２（３）に示される

立方体模型着雪面において、

中央から左半分の長さ152/２

=76mmまでの範囲に対応する

領域のみを対象とする。

②【図３参照】長さ76mmのシ

ミュレーション対象範囲に対

して２mm間隔で刻んだ各位置

を「観測点」とし、各「観測

点」における着雪部表面の「着

雪面からの距離」（着雪部表面

高さと称する）を１秒ごとに出力する。

③図２（３）において試験開始から５分後に対応する形状、すなわち最も低い位置にて「着雪厚

み」が「14mm」と示された形状をシミュレーションの初期状態とする。なお、試験値をそ

のまま形状を記述する数値データとして使用すると不必要に煩雑となることが予想されたた

め、着雪面全体の中央となる観測点からの距離がｘ（mm）である任意の観測点における着

雪部表面高さh（mm）について、xを用いて以下の式（１）のような n次式によって算出し、

本式によって示される曲線によって試験値による形状を近似することとした。

　　h=－b×（x /a）n + b ―式（１）　　

　式（１）において、bはx=０の観測点における着部雪表面高さ、aはシミュレーション対

象範囲の長さにそれぞれ対応し、本シミュレーションではa=76、b=14とする。また、nの値

については0.5刻みにて最小二乗法によって近似精度を評価しながら試験値に対する最適解

を求めた結果、n=7.0が得られたのでこの値による近似曲線を初期値として用いることとし

た。

　図４に初期状態の着雪部表面の形状について試験値とn=7.0による近似曲線をそれぞれ示

す。図４において近似曲線は試験値に対しx＝20～60mmの領域で若干乖離が認められるが、

実物での着雪部においては、このような勾配のゆるやかな形状に対して精度の高い測定は非

図３　シミュレーションの対象領域と観測点の設定、
　　　および出力について（前提①,②）
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常に困難であり、試験値

は便宜的に直線状にて示

されていると想定される

ことから、この領域を曲

線上にて近似するのはあ

る程度は妥当と思われる。

他の領域では曲線の試験

値による形状からの乖離

は少ないこともあり、全

体的に曲線は着雪表面形状を精度よく近似していると考えられる。

④【図５参照】気流による移送後に各「観測点」での着雪部表面に衝突する雪粒子はその全て

がいったんは着雪部表面に付着するものとし、その量は１秒間あたりで全「観測点」にて同

一の値であるとする。ここで図２（３）の着雪面中央付近での着雪形状に着目すると、着雪面

に対する傾斜が非常に小さいことから、この付近でいったん付着した雪粒子はすべて分離す

ることなくそのまま定着しているものと考えられる。ある時間内に付着した雪の量を今後「着

雪部表面高さ」の差異にて示すことにすると、中央付近での着雪部表面高さの１秒間の差異

に相当する量が、他の観測点でも同様に１秒間でいったんは付着するものと考えられる。図

２（３）において「着雪厚み」として示されている量が中央付近の着雪部表面高さにほぼ相当

することから、同図にて示された５分毎の値から得られる５分間の差が、他の観測点におい

ても５分間で着雪部表面にいったんは付着する雪粒子の量を示すと考えられるので、それを

さらに５（分）×60（秒）＝300（秒）にて除することによって、（その５分間において）１

秒間でいったん付着する量の値が得られる。

図４　初期状態の試験値表面形状、およびn=7.0による近似曲線

図５　１秒間に各観測点にていったん付着する雪粒子の量の、「着雪部表面高さの差異」による
　　　設定について（前提④）
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　すなわち図２（３）において、例えば形状が初期状態となる試験開始から５分後の時点から

さらに５分経過するまでの間、１秒当たりにいったん付着する雪粒子の量は、（「初期値から

５分経過後の着雪厚み27mmm」―「初期値の着雪厚み14mm」）/（５分×60秒）によって

算出される。

⑤【図６参照】任意の「観測点」において着雪部にいったん付着した後、分離することなくそ

のまま定着する雪の割合を「定着率ε（％）」と称した上で、付着した位置での付着前におけ

る着雪部表面の傾斜角度θ（着雪面に対する角度として定義する）の関数として定義する。

　ただし傾斜角度が０°の場合、すなわち雪粒子が気流主流の方向と同じく着雪面に垂直な

方向にて接近してくるという前提において、着雪部表面に対しても垂直に衝突する場合には

定着率εを「100％」とする。また図２（３）から端部付近では傾斜角度が64°になると形状が

変化しなくなる傾向が認められることから、傾斜角度がこの角度になる場合において定着率

εが「０％」まで低下し、この間の角度においては、すなわち０°から64°までに至るまでの間、

定着率は連続的に低下し続けるものとする。

　より具体的には、雪粒子が着雪部表面に衝突する時の速度ベクトルを表面に垂直な方向と

平行な方向に分解した際、各成分は雪粒子の定着に寄与が大きい積雪部表面との間の付着力、

および分離に寄与が大きい慣性力に対してそれぞれ影響を及ぼすと考えられることから、そ

の比を示すtanθが定着率を直接的に決定するパラメータであるとの判断からεについてtan

θをパラメータとして、以下の式（２）によるN次関数にて示されるものと仮定した。

　　ε＝（tanθc－tanθ）N／（tanθc）N  ×100　　（%） ―式（２）　　

なお、上式においてθc は試験結果において形状が変化しなくなると認められる積雪部端部

での角度であり、本シミュレーションでは64°とした。

図６　定着率εと着雪部表面の傾斜角度θ、およびそれらの関係について（前提⑤）
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５．２　シミュレーションの手順

①【図７参照】隣接する２

つの「観測点」について、

それら２点における「着

雪部表面高さの初期値」

の平均値を「２点の間の

中点における初期値」と

して対象範囲全体にわ

たってそれぞれ算出し、

それから算出された「隣

接する２中点間の初期値

の差」を「中点間の距離

２mm」にて除した値から角度を求めて、その２中点に挟まれた「観測点」における着雪部

表面形状の傾斜角度θとする。

　ただし、この手法では対象範囲両端での「観測点」での傾斜角度θが求められないので、中

央側端での「観測点」に対しては当該観測点および隣接する中点それぞれの各初期値を用いて

算出される傾斜角度にて代用し、残りの「観測点」は試験での立方体着雪面の端に対応し図２（３）

でも着雪が認められないことから、本シミュレーションでもここに定着する雪の量は常に０

mmであると仮定し、定着する雪の量の算出に必要な傾斜角度の算出はここでは不要とした。

②前項①によって算出された各「観測点」における傾斜角度θを「前提⑤」にて定義した式（２）

に入力し、その点における定着率ε（％）をそれぞれ算出する。

　Nの値については、任意のNの値を用いて出力される計算値について、図２（３）に示され

た試験値のうち明らかに形状が殆ど変化しなくなった時点の結果を除き、試験開始から最も

時間が経過した時点での結果で最大外形となる、本シミュレーションにおいては試験開始後

30分後の値（図２（３）において、対応する着雪厚みが79mmと示されている外形線にて示さ

れる値）に対する試験値の近似精度を最小二乗法にて評価し、最適となるNの値を用いるこ

ととした。また、その評価の際に必要となる最大外形の試験値については数値データとして

は明示されていないため、図２（３）から可能な限り詳細に読み取った上で「観測点」に対応

する位置での値を線形補完にて数値データ化し、それを用いた。なお、θc の値は前述のと

おり、本シミュレーションでは図２（３）の「着雪角度」より64°としている。

③【図８参照】「前提④」により算出された『１秒間で各「観測点」にいったん付着する雪粒子の量』

に、前項①にて算出された各点での「定着率ε」を乗じて、初期値から１秒の間にいったん

付着したまま分離することなく、定着し続ける雪の量を観測点ごとに算出する。

図７　観測点での着雪部表面形状の傾斜角度θ算出について
　　　（手順①）
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④【図８参照】「観測点」ごとに前項③にて算出された値をそれぞれの初期値に加算し、その

結果によって初期値から「１秒後の着雪部表面高さ」が得られる。なお、この計算結果を「観

測点」の位置に対するグラフとして視覚化したものが「着雪部表面形状」の計算値となる。

⑤第①項に戻り、以降、「着雪部表面高さ初期値」を「１秒後の着雪部表面高さ」と読み替え

る等して、初期値から対象とする経過時間までに対応する回数だけ、同様な計算を繰り返す。

５．３　シミュレーションの結果

　定着率εのNの値について

は最小二乗法による評価に

よって、これを1.4とした場

合に近似精度が最も高いと判

断したので、これを最適値と

しながら以上の仮定や手順に

基づくシミュレーションを実

施した。それらの結果のうち、

図２（３）にて示された結果と

同様に、初期値から５分経過

する時点ごとの結果を図９に示す。また、最小二乗法による近似精度の評価を行った試験開始

から30分後の試験値との比較図も併せて示す。形状の対称性や端での着雪を常に０mmとした

ことなど、計算の前提や手順にあらかじめ織り込まれた事項以外についても、図２（３）にて認

められる形状の特徴は本図（b）にて示される経過時間ごとの計算値の各形状においても共通

図８　定着率εと１秒間でいったん付着する雪粒子の量の積による、新たに定着する雪粒子の量の
　　　算出、およびその加算による１秒後の表面高さの算出について（手順③,④）

図９　鉄道総研の試験に対するシミュレーション結果
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して認められ、特に本図（a）

における直接的な比較によっ

て、定量的にも精度高く近似で

きていることが認められる。

　鉄道総研による試験とは別

に、北海道科学大学その他に

よって着雪の発達状況について

調査する同様な試験がかつて

実施されており（４）、その結果

の一部が図10（４）に示す線図に

よって開示されている。図10（４）

での試験は鉄道総研と同様に

人工雪を用いた降雪風洞装置

によって実施されたが、風速は9.0m/sであり鉄道総研の試験風速2.5m/sよりも大きく、また

横幅800mm、高さ200mmの平板を大地に対して垂直に設置し、その片面にノズルからの主流

が垂直にあたるように固定された上で実施され、かつ同図における試験結果には「水噴霧無し」

との記載があることから、先の鉄道総研による試験と同様な乾雪によって実施されたと想定さ

れる。本図には試験開始後10分毎の着雪部表面の側面形状が示されており、試験開始後30分で

形状はほぼ変化しなくなっている状況が認められる（４）。図２（３）に示される鉄道総研の結果

では変化を停止した後の最終な着雪形状において、中央付近に傾斜が小さい領域が残っていた

のに対し、本図に示された結果では最終形状においては中央まで傾斜が大きくなっており、全

体的な形状がほぼ三角形となっている。その点を除けば、本図で認められる形状は鉄道総研の

結果と同様な特徴や傾向を示している。

　本研究では図10（４）にて示される着雪部形状の経時変化に対しても、シミュレーションの適

用を同様に検討して実施した。なお、本シミュレーションにおいては試験開始から10分後の形

状を初期形状として、先の鉄道総研の結果に対するシミュレーションと同様、これに式（１）

による近似曲線を用いることとし、試験値からa=82.5、b=20.6を前提としながら試験値に対す

る近似精度を最小二乗法によって評価した結果、最適解として得られたn=2.5を適用した式に

よる近似曲線を初期値とした。また、１秒間で着雪部表面へ衝突していったん付着する雪粒子

の量については、図10（４）にて示される10、20分後の各形状から図２（３）にて示された「着雪

厚み」に対応する量を読み取り、その差異を用いて算出した。ただし、今回は求められた２つ

の値が非常に近い値であったので平均値を算出し、時間経過によって変化しない一定の値とし

た。さらに、式（２）による定着率εの算出については、図10（４）から形状が変化しなくなる

図10（４）北海道科学大学その他による着雪試験の結果
　　　  （水噴霧無し）　
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傾斜角度を読み取ったところ37.85°であったことからこれをθcの値とし、最小二乗法による近

似精度の評価からNの値を0.9とした。

　以上による計算結果のうち、図10（４）にて示された結果と同様に、初期値から10分経過する

時点ごとの結果を図11に示す。ただし、本シミュレーションでは１秒当たりに着雪部表面に

いったん付着する量を一定値としたので、形状の変化がほぼ完全に停止することが認められる

40分後までの計算を実施した

結果までを示している。また、

最小二乗法による近似精度の

評価を行った、試験開始から

30分後の試験値との比較図も

併せて示す。本図（b）で示

される経過時間ごとの各形状

を図10（４）にて示された形状

と比較すると、それぞれ精度

よく近似していることが確認

できる。特に鉄道総研による

試験結果では確認できなかっ

た、中央部付近まで傾斜が一

定して大きくなった上で、形

状が変化しなくなった状況ま

でが近似よく計算されている

ことが認められる。本図（a）

における直接的な比較では、

０mmと80mmの位置付近では若干の乖離が認められる。いずれも着雪部に向かってくる気流

においては流速や風向が不連続的になると想定される箇所であり、その影響が作用しているこ

とが考えられる。その間の広い範囲にわたって、試験値と計算値はほぼ一致しており、この領

域では定量的に非常に高い精度にて近似できていることが認められる。

　図２（３）や図10（４）では、着雪面の気流方向に対する角度を90°とした条件による試験結果が

示されていたが、鉄道総研では着雪面を90°から15°回転させ、気流に対する角度を75°とした条

件による試験も実施されており（４）、その結果が図12（３）に示す線図によって開示されている

ことから、同図にて示される着雪部形状の５分ごとの経時変化に対しても、シミュレーション

の適用を検討して実施した。

　ただし、着雪部形状が対称形ではないことから、本シミュレーションはこれまでと異なり

図11　北海道科学大学その他の試験（水噴霧無し）に対する
　　　シミュレーションの結果
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着雪面全域を対象として、初期形

状とする同図にて模型上面からの

垂直高さが13mmと示されている

試験開始から５分後の形状につい

ては、図13に示すような、左端を

原点として着雪面をx軸、着雪面に

垂直な方向の着雪部の高さをH軸

とする直交座標系を試験値に対し

て設定した上で、この座標系にお

いて試験値のHが最大のHmaxとなる

xの位置、すなわち同図における

x=xcの位置の左側の部分（左側部）

と右側の部分（右側部）に分け、

最小二乗法の評価によってそれぞ

れ個別に近似曲線を求めることと

した。その結果得られた、以下の

式（３－１）と（３－２）に示す

４次関数および23次関数による近

似値を本シミュレーションにおけ

る初期値として用いた。

x0 ≦ x ≦ xc（左側部）の場合

　h＝－Hmax｛（xc－x）／xc ｝4

　　　+ Hmax

―式（３－１）　

xc< x ≦ xr（右側部）の場合

　h＝－Hmax｛（x－xc）／（xr－xc）｝23 + Hmax ―式（３－２）　

　ここで試験値からx0=0.00、xc=60.36、xr=151.94、Hmax=12.49である。なお、シミュレーショ

ンでは着雪部表面高さの変化を気流の主流方向と同一方向において計算することから、上式か

らの算出結果をそのままでは用いることができないため、式（３－１）、（３－２）で得られる

値を図13に示すx‘－H’座標系における値に変換してから用いている。また、形状が比較的

複雑であることを考慮して観測点の箇所数をこれまでの２倍とするため、観測点間の間隔を着

図12（３）　鉄道総研による着雪試験の結果（回転角15°）

図13　「回転角15°」の着雪試験結果における
　　　着雪部表面形状の特徴を示すパラメータ
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雪面上においては１mm、シミュレーションの対象とする図13のx‘－H’座標系においては

１×cos15°=0.966mmとした。

　また、１秒間で着雪部表面へ衝突していったん付着する雪粒子の量については、これまでの

試験結果においては表面形状がほぼ常時対称形となることから対称軸上にある着雪部表面の傾

斜角度は０°、すなわち着雪面（あるいは平板）に対して垂直方向に移送されてきた雪粒子に

対する着雪部表面の角度は90°のままであり、それに伴って定着率も100％を保ち続けると想定

されたことから、図２（３）にて「着雪厚み」として示される値から求めることができた。しか

しながら表面形状が対称形とはならない図12（３）においては、移送されてきた雪粒子に対して

着雪部表面の角度が90°となる位置が常時移動しており、図２（３）における５分毎の「着雪厚

み」に対応させて本図にて示されている値からはそのようにして求めることができない。この

ため、「１秒間あたりにいったん付着する量」をこれまでのように本図にて示される「着雪厚み」

に対応する値の差から算出して用いることは避け、それぞれの時間帯における値の間の比を算

出して、これのみを反映させることとした。すなわちこの比を反映させる前提にて着雪部表面

にいったん付着する雪粒子の量を適当に設定した後に、シミュレーションを実施し、その結果

と試験値をグラフ上にて比較の上、視認において乖離ができる限り小さくなるように雪粒子の

設定量を変えた上でシミュレーションを繰り返し実施することにした。

　シミュレーションにおいて必要となる、形状が変化しなくなる着雪部表面の傾斜角度につい

ては、図12（３）において５分ごとの着雪面に対する角度が示されており、本図に示された角度

では45°が妥当であると判断した。ただし、シミュレーションにおいては気流の主流方向に一

致すると想定される、雪粒子の着雪表面への衝突前の運動方向の垂直面に対する角度を必要と

するのでこれを換算すると60°となる。また図12（３）における着雪表面形状は対称形状ではな

く、本図では左側の形状についてのみ角度が記載されているが、右側の形状についても気流の

主流方向に対してはほぼ同等の角度であったため、シミュレーションにおいては両側において

同じ60°を式（２）のθcの値とした。

　これらの前提にてシミュレーションを実施したところ、１秒あたりに着雪部表面にいったん

付着する雪粒子の量を経過時間ごとで以下のようにした場合に、試験値による形状と比較的近

似する見込みが得られたので以下の値に固定し、その上で最小二乗法による評価から式（２）

のNの値を1.2とした。

　以上による計算結果のうち、これまでと同様に初期値から５分経過する時点ごとの結果を図

試験開始後
経過時間

５分後
～10分後

10分後
～15分後

15分後
～20分後

20分後
～25分後

25分後
～30分後

雪粒子の量
（高さ換算㎜） 0.044 0.057 0.048 0.048 0.057
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14に示す。ただし、これまでのシミュ

レーション結果は着雪面が気流の主

流方向に垂直であったため、横軸を

着雪面の位置、縦軸を着雪面に対し

て垂直な方向に定義された着雪部表

面高さとしたが、本図では図12（３）に

合わせ、着雪面が横軸に対して15°傾

斜した直線にて示され、その着雪面

の任意の点における着雪部表面の気

流の主流方向での高さを縦軸にて示

したグラフにて、着雪部表面の形状

を示している。本図（b）で示される

経過時間ごとの各形状を図12（３）にて

示された形状と比較すると、０mmか

ら100mm付近までの位置で形状の勾

配が正となる領域においては、それ

ぞれ概ね精度よく近似していること

が確認できる。一方で100mm以上の

位置での形状の勾配が負となる領域

においては、最大外形となる30分後

の結果を除き、試験値による外形線

において着雪面に近い位置から傾斜が徐々にゆるやかになる方向に変化しているのに対して、

計算値ではいずれも最初からほぼ限界の傾斜角度60°になっており、このため各経過時間での

外形線がほぼ重なるなど、大きく異なっている。また、最大外形となる30分後の結果も含め、

着雪部表面高さが最大となる、形状としては気流に対して先端となる部位付近では試験値では

丸みを帯びており、勾配の変化がゆるやかであるのに対し、試験値では90°に近い角度にて尖っ

た形状であり、勾配が不連続的に変化している点も大きく異なっている。同図（a）での直接

的な比較においても、先端部の乖離は明確に認められるが、それ以外の領域については全域に

わたって非常に高い精度にて近似できていることが確認できる。

　試験値においていずれの経過時間においても前の２つの試験結果と同様な対称形状にならな

かったのは、着雪面の形状が気流に対して非対称であり、従って試験開始時の着雪面付近の流

れも対称形にならず、それに沿った初期形状が形成され、その後に形成される着雪部表面形状

に沿った流れも依然として非対称のままとなるので、結果として着雪部の形状は非対称のまま

図14　鉄道総研の試験（回転角15°）に対する
　　　シミュレーション結果
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であったと考えられる。先端付近の形状における乖離については、図10（４）の試験値に対する

図11の計算値の先端部付近における乖離と傾向が同様であり、本件も雪粒子を移送する気流

における不連続性が影響していると思われる。また、初期形状において外形線の勾配が負と

なる位置が130mm以上となる領域はその全域が先端部に近接しており、その影響も受けやす

いと思われる。シミュレーションにおいてはそのような気流の影響は考慮されていないため、

100mm以上の位置におけるその後の計算値の試験値に対する乖離が生じたとも考えられる。

　図10（４）では鉄道総研と同様に、特に湿らせることのない人工雪を使用した試験の結果が示

されていたが、北海道科学大学その他では人工雪に水を噴霧して湿らせた上で使用した試験も

実施されており（４）、その結果が図15
（４）に示す線図によって開示されてい

る。本図にて示される着雪部形状の

経時変化に対しても、シミュレーショ

ンの適用を検討して実施した。なお、

本シミュレーションにおいては、試

験開始から10分後の形状を初期形状

としながら図２（３）、あるいは図10
（４）に示された試験結果に対するのと

同様に式（１）による近似曲線を用

いることとし、試験値からa=100.0、

b=23.12を前提としながら、試験値に

対する近似精度を最小二乗法によって評価した結果、最適解として得られたn=3.0を適用した

式による近似曲線を初期値とした。また、１秒間で着雪部表面へ衝突し、いったん付着する雪

粒子の量については、本図にて示される各形状から図２（３）にて示された「着雪厚み」に対応

する量を読み取り、10分毎の差異からそれぞれ算出した。ただし、本図による試験結果ではこ

れまで示してきた試験結果とは異なり形状が変化しなくなる傾斜角度が不明であるため、式

（２）のθcの値としては最大外形となる60分経過後の形状での対応する角度55.62°にて代用す

ることとし、最小二乗法による評価からNの値を0.7とした。

　以上による計算結果のうち、これまでと同様に初期値から10分経過する時点ごとの結果を図

16に示す。また、最小二乗法による近似精度の評価を行った、試験開始から60分後の試験値と

の比較図も併せて示す。本図（b）で示される形状を図15（４）にて示された形状と比較すると、

試験開始から60分後の結果のみについては、０mmおよび100mmの位置付近を除いてかなり高

い精度にて近似しており、これは本図（a）による直接的な比較からも明らかである。しかし

ながら、これと初期値を除くといずれも試験値に対して中央付近から大きく外側にはみ出した

図15（４）　北海道科学大学その他による着雪試験の
　　　　 結果（水噴霧あり）
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形状となる等、かなり差異

があり、その差異は時間が

経過した結果ほど大きく

なっている。図２（３）、図

10（４）、さらに図12（３）に

て示された、人工雪に対し

て水を噴霧せずにそのまま

用いた時の試験結果では、

経過時間が比較的少ない時

点から端部からの傾斜の大

きい領域においては傾斜が

ほぼ共通した一定の角度と

なっている。これに対して、

図15 (4) にて示された試験

結果では50分経過した時点

の結果においても、端部か

らすぐに傾斜角度が低減し

ていく傾向が認められ、40分経過後の結果と重なる部分が殆どないなど、これまでの試験結果

にて認められた傾斜角度が共通的に一定化する傾向は、最大外形となる60分後の結果を除くと

時間が経過しても明確にはならず、この点で傾向がかなり異なっている。これに対し、図９（b）、

図11（b）、図14（b）、さらに図16（b）にて示した計算結果は、いずれも端部からの傾斜角度

が経過時間の少ない時点から一定化する傾向を示している。このため図15（４）による試験結果

を除くと、少なくとも着雪部の気流に対する先端部付近、および着雪面に近接した部位付近を

除く領域に対しては、これまで見てきたように近似精度が高かったものの、図15（４）の試験結

果に対しては全体として大きく異る結果になったと思われる。

　端部からの傾斜角度が共通的に一定となる傾向を弱めるような計算結果を与える定着率εの

関数を検討したところ、Nの値を大きくすることが有効であることが分かったので、近似精度

は低くなるものの、参考としてこれを0.7から1.5に代えて計算を行ってみた。

　その結果のうち、これまでと同様に10分毎の結果を図17に示す。また、試験開始から60分後

の試験値との比較図も併せて示す。本図（b）で示される形状を図16（b）の計算値や図15（４）

の試験値と比較すると、図16で認められた端部からの傾斜角度が共通的に一定となる傾向は緩

和され、その点においては図15（４）に示された形状の傾向に適合した結果となった。しかしな

がら傾斜が小さくなる傾向が試験値よりもかなり強くなったため、本図（b）でも明らかなよ

図16　北海道科学大学その他の実験（水噴霧あり）に対する
　　　シミュレーションの結果①【N＝0.7】
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うに、中央（位置０mm）

での着雪部表面高さの値

において時間が経過する

ほど試験値との差異が大

きくなるなど、本図で示

される計算結果も試験値

との差異が大きい結果と

なった。

　この他にも、定着率の

式のNの値や、形状が変化

しなくなる傾斜角度など

のパラメータを変えた試

算を行ったが、図15の経

過時間ごとの各形状に対

して近似精度の高い計算

結果を得ることはできな

かった。

９．考察

　シミュレーションの結果と試験結果との比較において、人工雪に水噴霧等による人為的な水

分補給を行わない条件にて、鉄道総研、および北海道科学大学その他によってそれぞれ実施さ

れた、雪粒子を移送する気流に対して着雪面を垂直方向に設置し、これに雪粒子を付着させた

２つの試験のいずれの結果に対しても、着雪部表面形状の経時変化における特徴や傾向を良く

再現し、定量的にも近似精度の高い計算値が得られた。また、着雪面を気流に対して15°傾斜

させた試験結果に対しても、局所的に気流が大きく変化し、その影響が及ぼされると思われる

部位を除き、同様な結果が得られた。以上から、本研究にて提示したシミュレーションのベー

スとなる「着雪プロセスのモデル」、およびシミュレーション実施にあたっての前提や手順は、

ある程度の妥当性をもっているものと思われる。

　一方で、人工雪に水噴霧を行った条件での図15（４）に示す試験結果に対しては、本研究で検

討した限りにおいて、これに適合するシミュレーション結果を得ることができなかった。シミュ

レーションの途上にて計算する「定着率」について、他の２つの試験結果に対する場合と同様な、

着雪表面形状の傾斜角θを用いた「tanθ」のN次関数による式を用いて、Nの値をパラメータ

とした最適化に限定して検討したので、関数の形態を抜本的に見直すことによって計算値の精

図17　北海道科学大学その他の実験（水噴霧あり）に対する
　　　シミュレーションの結果②【N＝1.5】
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度向上を図ることも可能であると考えられる。しかしながらある程度の時間が経過した時の端

部からの傾斜角度について、水噴霧を行わない条件では認められた「共通的に一定化する傾向」

が、水噴霧を行った条件の試験結果においてはかなり弱かったことから、着雪のプロセスに本

質的な違いがあり、「着雪プロセスのモデル」そのものを見直す必要があることも考えられる。

特に雪粒子間の付着力を「雪粒子の直接的な接触による焼結によるもの」と、「粒子間に介在

する水の表面張力によるもの」とで考えた場合には、水噴霧の有無がそれぞれの寄与度に大き

な差異をもたらし、これによって適切な「着雪プロセスのモデル」、あるいは「定着率を記述

する関数」が大きく異なることも考えられ、今後はこのような力学的あるいは物理的メカニズ

ムまで立ち入って研究する必要があると思われる。

　また、各試験結果に対する計算値の算出のため着雪率の計算に用いたNの値については、計

算値の最大外形の試験値に対する近似精度を最小二乗法によって評価し、最適解を用いたが、

いずれも異なる値となった。図２（３）と図12（３）にて示される鉄道総研による試験結果に対す

る値はそれぞれ1.4と1.2であり、北海道科学大学その他の試験に対しては0.9と0.7であり、実施

主体による差異が大きいが、鉄道総研の試験における気流の流速が2.5m/sであるのに対して北

海道科学大学その他の試験では９m/sであることから、風速条件の違いによる影響が大きいも

のと思われる。ある定まった傾斜角度をもつ着雪部表面での衝突においては、定着率は衝突し

てくる雪粒子の慣性力と付着力の統計的なバランスによって定まるとしたことから、慣性力に

影響を及ぼすと思われる雪粒子の密度や衝突時の速度、付着力に影響を及ぼすと思われる雪粒

子の形状や構造等がそれぞれの試験ごとに考慮すべきパラメータであると思われるが、その中

でも衝突時の速度による寄与がかなり大きいものと想定される。鉄道総研による試験にて認め

られる、気流に対する着雪面の角度が異なる試験結果に対するＮの値の差異については、両試

験において雪粒子を移送する気流の状態がかなり異なっている可能性があり、その寄与による

ことが考えらえる。北海道科学大学その他による試験にて認められる水の噴霧条件が異なる試

験結果に対するＮの値の差異については、付着力に及ぼす水の表面張力の有無による寄与が考

えられる。ただし、いずれの試験も同じ低温風洞施設を用いて試験が実施されていることから

雪粒子は乾燥しており、水を噴霧等しない限り付着力は主として水を介在しない焼結によるも

のと推定されるが、それでも試験時の気温については焼結の進行に影響を及ぼすため注意が必

要と思われる。

　さらに、図２（３）にて示された試験結果では中央付近に傾斜が小さい部分を残した状態で形

状変化が停止しており、ほぼ全体にわたって一定の傾斜角度となった図10（４）の試験結果とこ

の点において大きく異なった傾向となっている。図10（４）の結果に対応したシミュレーション

による計算値はこの点について試験値をよく近似していたことから、図２（３）に対するシミュ

レーションを試験と同じ経過時点で終了させることなくさらに継続させた場合には、同様に中
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央付近まで一定の傾斜角度の形状となった後に形状変化を停止するものと思われる。これより、

図２（３）による試験においては、途中までは「着雪プロセスのモデル」と同様な着雪プロセス

であったものの、試験開始から30分経過付近になって、そのようなプロセスから大きく逸脱し

たものと想定される。その原因は定かではないが、両試験の実施条件における差異として風道

のノズルからの気流の流速が大きく異なっていることから、雪粒子を移送してくる気流の着雪

表面付近での風向等に対する表面形状の影響が、もとの流速の差異によって大きく異なった結

果であることも考えられる。

　最後に計算値の初期形状の近似に用いたnの値について、気流に対して着雪面を垂直に設置

した条件の試験においては、北海道科学大学その他の２つの試験に対しては2.5と3.0で近い値

となっているのに対し、鉄道総研の試験に対しては7.0であり、先の２つとの差異が大きい。

これは初期形状として近似した試験値での形状が、北海道科学大学その他の試験に対しては試

験開始から10分後の形状であったのに対し、鉄道総研の試験に対しては５分後の形状であり、

これに気流風速の差異も加わり対象とした試験値による形状が大きく異なっていることによる

ものと考えられる。気流に対して着雪面を垂直から15°傾斜させた鉄道総研による試験に対し

ては左側1.4＋右側23.0と、同じ総研による試験で近似の対象とする試験値による形状が試験開

始から同じ時点での形状であり、初期形状の風速が同じでありながら大きく異なっているが、

これも前述のように気流に対する着雪面の角度の相違による気流への影響によって、試験値に

よる初期形状に大きな差異があることによると考えられる。

10．まとめと今後の研究について

　本研究では平板にある程度の量の雪が定着した状態を初期値として、単位時間当たり一定の

量の雪粒子が平板に直角方向にて着雪部表面に定常的に衝突する際の表面への定着や、それに

よる表面形状の変化について、あらかじめ実施されていた定置試験の結果をもとに力学的条件

をある程度考慮した「着雪プロセスのモデル」を仮定し、そのモデルによるシミュレーション

手法を検討して実施したところ、水を噴霧しない条件での試験結果に対しては一部を除き、お

おむね高い精度にて近似する結果が得られたが、水を噴霧した条件での試験結果に対しては精

度良く近似する結果は得られなかった。比較的気温の高い北陸区間を走行する新幹線車両の床

下部への着雪は水分を多く含む雪によると想定されることもあり、水分を含んだ雪粒子による

着雪に重点をおいた研究が今後必要であると考えられる。水を噴霧しない条件での着雪に対し

てはモデルにある程度の妥当性が確認できたことから、このモデルを起点として今後必要な定

置試験等を実施しながら、水の関与や影響等を含めた着雪の詳細なメカニズムの解明を進めた

い。

　また、鉄道総研と北海道科学大学その他による試験結果に対するシミュレーションの間にお
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いて、定着率の計算に必要なNの最適値が大きく異なっており、それぞれの試験における気流

の風速が大きく異なっていることから、流速も着雪部の表面形状の形成に関する寄与が大きい

パラメータであると考えられる。気流の流速のみを変更させた条件での試験も鉄道総研によっ

て実施されており、最大外形については公開されているものの、本研究におけるシミュレーショ

ンの実施に必要な初期状態の形状が不明であったことから今回の適用は見送ったため、今後、

必要な試験データを何らかの手段にて入手の上、同様の手法によるシミュレーションを実施し、

気流風速の着雪プロセスへの影響について明確にしたい。

　本研究では「雪庇ダミー」の着雪対策としての効果向上を念頭に、既存の床下形状に対する

雪庇形状の予測が可能となることを目標としたが、雪粒子が着雪表面に衝突した後に分離する

ことなく定着するための力学的あるいは物理的な条件が、研究の今後の進展によって明らかに

なった場合には、「雪庇ダミー」よりも実施が容易でかつ効果的な着雪防止対策の実現も期待

できる。

　さらに、本研究では着雪のプロセスについて、着雪面の全面においてある程度の量の雪が定

着している状況を初期値としたが、いずれは金属製の板にて構成された鉄道車両の床下を想定

して固形物表面への着雪からを対象とすることが、抜本的対策にもつながる可能性があること

からも望ましい。その発生メカニズムは雪粒子間での付着や定着に近似していることも想定さ

れるので、雪粒子間に関する研究がある程度深度化した段階で、それまでの成果を応用する方

向にて検討することとしたい。
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